
（款）　 （項）　5総務管理費 （目）　20財産管理費

◎財産管理一般の経費

【総合計画上の位置づけ】

【事業の目的】
対象

意図

効果

【事業の内容】
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(4) 財政調整基金積立金
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【事業費】
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・ 公共公益施設整備基金積立金
　公共公益施設整備基金利子積立金 1,915
　公共公益施設整備基金寄附等積立金 1,700

・ 財政調整基金積立金
　財政調整基金新規積立金 708,900
　財政調整基金利子積立金 6,255

　地下埋設物移設補償費

　火災保険料
　市有地境界査定測量業務委託料
　西泉水、弁ケ谷測量業務委託料
　市有地防護柵・立木伐採等業務委託料

　西泉水、弁ケ谷道路整備工事請負費

環境整備協力金等の基金への積立てを行った。

財政調整基金の積立てを行った。この結果、平成20年度末残高は2,270,097千円となった。

当初予算額 予算現額 支出済額 翌年度繰越額

普通財産土地・建物の貸付け及び枝払い等管理事務、市有青地・廃道路敷等払い下げ・交
換事務を行った。

公共公益施設整備基金積立金

財産管理事務
市有財産評価審査会の運営及び地価変動率予測意見書の作成業務を行った。

10総務費

財産管理事務 【 財政課・管財課 】

計画の前提

行財政運営：地方分権社会に対応した持続可能な行財政基盤の確立と効果的な都市経営
をめざします

市有財産等

財産管理に係る運営事務を行うとともに、土地等の処分等による収入を確保し、公共公益施
設整備基金への積立てを行うため。

普通財産土地等を良好な状態で維持管理するとともに、売払い等による収入の確保を図る。

安定した財政運営を図るために、財政調整基金に積立てを行うため。

財政の安定的な運営を図る。

（単位：千円）

不用額
19,616115,945 756,620 737,004

不動産管理事務

財産管理事務　
　市有財産評価審査会委員報酬　8人

　損害事故見舞金

　賠償補償保険料（市民総合保険）
　地価変動率予測業務委託料

　神奈川県地区用地対策連絡協議会負担金

　市有地緊急復旧用防災測量業務等委託料

　市民総合保険賠償金

不動産管理事務



事務事業

№/名　称
事務事業 ４７７　財産管理一般事務

単　　　位 ４７８　不動産管理事務

４８１　公共公益施設整備基金積立金

主管課 管財課 関連課 道水路管理課・都市調整課

分野名 行財政運営

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　２０年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

※妥当性の評価

① 必要性なし

② 民間

③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 12,500㎡ 13,500㎡ 14,510㎡

実績値 13,282㎡ 13,643㎡

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名

平成21年度事務事業評価シート

22年度

22年度

指　　標

22年度 最終年度（　　年度）

備　　考

最終年度（　　年度）

15,910㎡

386円 455円 463円

公有財産の適正管理

普通財産土地等の管理・売払い等による収入確保

24,510㎡

81,088千円総事業費

21,849千円 25,544千円

20,149千円 19,544千円

最終年度（　　年度）

財政課分（財政調整
基金積立金）は評価
の対象外としていま
す。

26,989千円

19,749千円

22年度 最終年度（24年度）

5.1人 5.9人
46,356千円

68,205千円 79,984千円

54,440千円

評価

1,700千円

◎

6,000千円 7,240千円

54,099千円
5.9人

・各年4月1日

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯

総務-17 財産管理事務
□サービス部門

■支　援　部 門

ザイムス
コード及び
個別事業
名

176,484人

評価

評価

評価指　　標

土地売払い

指　　標

２０年度

事業の変更点・変更理由

指　　標

１９年度 １８年度

175,902人 175,051人

個別事業名



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

担当部名 部長名

Ｂ

　・市有青地等の境界確定の推進

　・収入確保に向けた旧市営住宅跡地（西泉水）の境界確定作業等の推進

経営企画部 兵藤　芳朗

一次評価（課長評価）

Ｂ

今後の方向性
　今後も継続して公有財産の適正な維持管理に努め、収入確保の観点から関係各課と協議を行い、積極
的に処分及び有効活用を図っていく。

　公有財産の適正管理に努め、普通財産の売却等を行い、収入確保を図っていく。

課題・問題点

未解決の課
題・問題点

今後の方針
（対応・改善）

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

　・青地等の実態把握及び未利用地の整理

　・公会計制度導入に向けた基礎データの整理

（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

　・土地の売買・交換の際の価格算出根拠に対する不動産鑑定評価の導入

　・公有財産管理システムの再構築

　

創意・工夫・
課題等改善
状況

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

平成21年度事務事業評価シート

二次評価（部長評価）

今後の方向性

担当課長氏名： 管財課長　　　神谷　鎭邦

　・普通財産土地の有効活用に向け、青地等の土地境界査定の更なる推進を図る

 　・公会計制度に伴う財産台帳の整備


